
伊賀市　事務事業評価シート ソフト事業

コード 名               称 コード 名            称

事業名 279 老人及び重度身体障害者（児）福祉手当支給経費
会計 01 一般会計
款 03 民生費

基本施策 5 障害のある人の自立した生活を支える 項 01 社会福祉費
目 01 社会福祉総務費

担当部課名 島ヶ原支所　健康福祉課 細目 107 手当支給経費
作成者氏名 脇坂　長充 連絡先 ０５９５－５９－２１６３ 細々目 02 老人及び重度身体障害者（児）福祉手当支給経費

事業の計画・内容

事
業
の
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか）
・重度障がい者：身体障害者手帳の障がいの程度が1～3級の者。又は療育手
帳Ａ・Ｂ（中度）、精神障害保健福祉者手帳1級の者で伊賀市に住所を有し、20
歳以上の在宅者。
・寝たきり高齢者等：要介護認定4、5又は重度の認知症の方で、その状態が6ヶ
月以上継続している65歳以上の方で、伊賀市に住所を有する、在宅の方。
・重度障がい児：伊賀市に住所を有する3歳以上20歳未満の者で、次の各号に
定める者。(1)身体障害者手帳が1級、2級または3級の者。(2)療育手帳の「Ａ」ま
たは「Ｂ（中度）」の者。(3)精神障害保険福祉手帳が1級の者。

　福祉手当を支給することにより、その福祉の増進を図る。手当は、重度障が
い（児）者、寝たきり高齢者等の障がいにより生じる負担の一助とする。

本
年
度
事
業
内
容

・重度障がい者・寝たきり高齢者等：手当の額は、重度障がい者、寝たきり高齢者等一人につき年額36,000円。手当支給は受給認定の申請をした日
の属する月の翌月から受給資格が消滅した日の属する月まで支給。手当は月額計算とし、10月、4月に分けて支給する。受給者が死亡及び前項の
状態に該当しなくなった場合は受給資格が消滅する。
・重度障がい児：手当の額については年額60,000円。手当支給は受給認定の申請をした日の属する月の翌月から受給資格が消滅した日の属する月
まで支給。手当は月額計算とし、10月及び4月に支給する。受給者が死亡及び前項の状態に該当しなくなった場合は受給資格が消滅する。

平成 16 年度 終了年度 平成 年度 根拠法令・要綱等
伊賀市重度障害者福祉手当支給条例、伊賀市重度障害児福祉手当支給条例、寝
たきり高齢者等福祉手当支給条例規則

投入資源 事業実績
H17 H18（予算） H19（予算）

活動指標 単位
実績値 目標値

①投入人員 正規職員     （人） 0.1 0.1 0.1 H17 H18 H19

支給申請受付者数 人 17 3 3

人件費合計（A） 720 720 720

②支出内訳 事業費（B) 681 948 900
支給決定者数 人 17 3 3（千円） 扶助費 681 948 900

現況届提出者数 人 17 20 23その他

合計（A+B) 1,401 1,668 1,620

③財源内訳 特定財源 国県支出金
支払い 人 17 20 23（千円） 地方債

受益者負担
その他特財

一般財源 1,401 1,668 1,620

上記①～③に関する特記事項

評価指標
事業の目的の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位 H17 H18（目標） H19（目標）

支給率（受給者数/申請者数） 障がい者からの申請に対し、支給された割合 ％

１００
(１７人）

100 100
目標

（ 100 ）

目標
（ ）

事業開始時からの状況変化及び事業の改善点等

各支所で本事業の「決定」までを行うため、各支所間での決定基準の統一を図る必要がある。　福祉手当を受給されていない対象者がいるため、広報
等での情報発信に工夫すると共に、窓口、訪問時においてわかりやすく説明する等により周知を徹底する。

評
価

必要性 4
事業を現状維持する。
手当の支給は重度障がい者、寝たきりの高齢者の負担軽減に有効であり、今後も事業の継続が必要で
ある。                 　　　　支給事務は本庁において一括して行うことが適切である。

総合評価

有効性 4

A達成度 3

効率性 3


	ソフト(福祉手当）

